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増大している。国土交通省の報告によると，時間雨量が 50 mm/h を越える頻度は高まってきてお
り，1978 年からの 10 年間において，降雨強度 50 mm/h を超える回数は，全国の雨量観測所で年
平均 206 回であったのに対し，1988 年からの 10 年間では 233 回，1998 年からの 10 年間では 318
回に増えている（社会資本整備審議会，2008）。また，国土交通省砂防部の調べでは，降雨強度
50 mm/h を超える頻度が増加するのに対して，国内の土砂災害の発生件数も増加しており（図 
1-1），近年，土砂災害を防止・軽減することが重要な課題となっている。 
 
本研究の主題の 1 つである「深層崩壊」に着目しても，その発生件数は，1978－1987 年は年











































































b）深層崩壊の崩壊土砂がそのまま土石流となる現象（図 1-3（左図），写真 1-1） 
c）深層崩壊の崩壊土砂が河道を閉塞し，天然ダムが形成・決壊する現象（図 1-3（右図），








深層崩壊に起因する土石流によって大きな被害が生じた近年の事例に，平成 15 年 7 月に発生
した熊本県水俣市集川の土石流がある。この土石流により，十数名以上の人命が奪われた（水野
ら，2003）。また，平成 20 年 6 月の岩手・宮城内陸地震によるドゾウ沢の土石流は駒ノ湯温泉
を襲い，7 名の人命が失われた。その他，犠牲者は出ていないものの，平成 17 年 9 月に発生し
た宮崎県鰐塚山山系の土石流ほか，平成 16年 8月に発生した徳島県那賀町大用知地区の土石流，








成 20 年岩手・宮城内陸地震では多数の天然ダムが形成された。また，平成 23 年 9 月の台風 12
号の襲来に伴う豪雨によって，紀伊山地の奈良県十津川村や和歌山県新宮市等では深層崩壊が多























































































害危機管理計画」（平成 20 年 3 月）及び「大規模土砂災害危機管理計画策定のための指針」（平




















図 1-4 深層崩壊推定頻度マップ 
（国土交通省 水管理・国土保全局，http://www.mlit.go.jp/common/000121614.pdf） 
 














ては多くの研究が行われてきている（例えば，水山ら，1987；O’Brien et al., 1993；Iverson and 




































表 1-1 既往の大規模な土石流の挙動・数値計算事例 
№ 事例 発生年 誘因 文献 
1 御岳くずれによる土石流 1984 年 地震 ・芦田・江頭（1985）
 
2 針原川の土石流 1997 年 降雨 ・中川ら（1998） 
 
3 蒲原沢の土石流 1996 年 降雨 ・江頭ら（1998） 
 
4 ベネズエラの土石流 1999 年 降雨 ・江頭・伊藤（2004）
 
5 ドゾウ沢の土石流 2008 年 地震 ・中谷（2010） 




芦田・江頭（1985）は，1984 年 8 月の長野県西部地震による御岳くずれの挙動を調査すると
ともに，流動機構の考察を行った。御岳山では約 3.6×107 ｍ3の崩壊に伴い土石流が発生し，河





を浮遊条件とすると，河床勾配 12 度の地点では土石の 50 ％が，河床勾配が 8 度の地点では土




中川ら（1998）は，1997 年 7 月に鹿児島県出水市の針原川で発生した深層崩壊に伴う土石流
の流下・堆積を数値シミュレーションによって再現を試みた。針原川では，約 16 万 m3の崩壊
 10













江頭ら（1998）は，1996 年 12 月に新潟県と長野県の県境の姫川左支川蒲原沢で発生した，
大規模な斜面崩壊に伴う土石流の流下・堆積の状況を数値シミュレーションによって再現を試
みた。蒲原沢では約 3.9×104 ｍ3 の崩壊に伴い，土石流が発生し，建設中の砂防堰堤を通過し，










江頭・伊藤（2004）は，1999 年 12 月にベネズエラで発生した集中豪雨に伴う大規模土石流
の流下・堆積を数値シミュレーションによって再現を試みた。サンフリアン川において発生し




砂のフェーズシフトを考慮し，土石流を構成する代表粒径を 20 cm，流体相の密度を 1.33 g/cm3
と推定し，発生域から扇状地までは 1 次元計算，扇状地から下流は 2 次元計算を実施した。そ
の結果，発生域から約 8 km 下流のビルディングにおける計算結果の最大流動深は 7～9 m 程度




中谷（2010）は，2008 年 6 月に栗駒山山系のドゾウ沢で発生した深層崩壊に伴う土石流の流
下・堆積を数値シミュレーションによって再現を試みた。ドゾウ沢では，約 150 万 m3 の崩壊に
伴い，土石流が発生し，三迫川と合流する付近まで約 10 km 流下した（井良沢ら，2008）。 
中谷（2010）は，連続体モデルで，土石流および掃流状集合流動などの流れに形態に応じた
河床のせん断応力や土石流の侵食堆積速度の算定式を適用させる数値計算方法を用いた。再現





宮崎県（2006）は，2005 年 9 月に宮崎鰐塚山山系の別府田野川および片井野川の土石流の流
下・堆積を 2 次元数値シミュレーションにより再現した。別府田野川では 3 渓流で約 340 万 m3，






では 3 渓流の合流点付近のピーク流量を 4,000 m3/s 程度，片井野川では，崩壊地直下のピーク







































「kanako」（中谷ら，2008; Nakatani et al., 2008）の１次元計算プログラムを用いるとした。なお，
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いられている（Uchida, et al., 2009）。例えば，縦断的な渓床勾配は，土石流の堆積範囲を推定す
る指標としてよく用いられ，これまでの土石流の発生実績より，一般に土石流は渓床勾配が 2 度
や 3 度から 10 度の範囲で堆積すると考えられている（国土技術政策総合研究所，2007 など）。 
一方，土石流の堆積範囲や到達距離は，土石流の総量の影響を大きく受けることを示した研究







































1981 年から 2008 年の間に日本で発生した 10 事例の深層崩壊を対象とした（表 2-1，図 2-1）
これらの誘因は，降雨，融雪あるいは地震である。地質は，表 2-2 に示したように，渓流によっ
て様々なものであった。10 事例の深層崩壊に起因する土石流発生箇所はいずれも温帯湿潤の気
候で，土石流発生前は植生に覆われていた。なお，図 2-1 中に示した番号は，表 2-1，表 2-2 に
示した渓流番号と合致している。 
崩壊土砂量は，空隙を含み 1.9×104 －1.5×106 m3の範囲にあった。Sites 1, 2, 6, 8, 9 の崩壊土砂
量は，1.9×104 －2.0×105 m3 であり，概ね同等の規模であった。これに対し，その他の崩壊土砂
量は 5.0×105 －1.5×106 m3であり規模は大きく，広く分布していた。ここで，前者を小規模深層
崩壊，後者を大規模深層崩壊と呼ぶこととする。 






表 2-1 対象とした深層崩壊に起因する土石流事例 
渓流
No. 渓流名 発生年月 要因 地質
砂防堰堤
（有・無） 崩壊土砂量  (m
3)
1 集川（熊本県） 2003年7月 降雨 安山岩、凝灰角礫岩 有 43,000
2 船石川（鹿児島県） 2007年7月 降雨 花崗岩 有 19,000
3 大用知（徳島県） 2004年8月 降雨 緑色岩、石灰岩、チャート、 千枚岩 無 550,000
4 片井野川（宮崎県） 2005年9月 降雨 堆積岩（砂岩・頁岩互層） 無 910,000
5 七瀬谷（宮崎県） 2005年9月 降雨 堆積岩（砂岩・頁岩互層） 無 520,000
6 針原川（鹿児島県） 1997年7月 降雨 安山岩 有 160,000
7 春日谷（三重県） 2004年9月 降雨 チャート、酸性凝灰岩 無 500,000
8 別当谷（石川県） 2004年5月 降雨・融雪 頁岩砂岩互層 有 180,000
9 宇原川（長野県） 1981年8月 降雨 凝灰角礫岩、凝灰岩、 凝灰質岩、頁岩 有 32,000













図 2-1 土石流の発生位置 
 































































表 2-2 に，本章の解析に用いた地形データの詳細を示す。土石流発生後の地形は，Sites 1, 3, 
4, 5 では LiDAR データを用い，Site 2 では鹿児島県が土石流発生後に現地測量した結果を用
いた。上記 5 渓流の土石流発生前の地形は，縮尺 1/2,500 から 1/10,000 の地形図を用いた。本
章では，この 5 渓流を「重点渓流」と呼ぶこととし，詳細な地形解析を行った。 
Sites 6-10 では，土石流発生前の詳細な地形データが得られなかった。これらの土石流発生
後の地形は，2007 年から 2011 年に国土地理院により公表された 10 m 地形の数値標高モデル

















渓床勾配は，50 m 区間，100 m 区間，200 m 区間の勾配をそれぞれ算定した。さらに，堆
積区間上流端の渓床勾配を，その上下流を含む約 200 m 区間の勾配として算定した。 
河床変動高は，渓床勾配の算定に用いた縦断線上について，土石流発生前後の標高差と
して算定した。ここで，河床変動高は 50 m 区間，100 m 区間，200 m 区間の移動平均の変
動高をそれぞれ求めた。さらに，侵食箇所の水平距離の合計および堆積箇所の水平距離の
合計を算定した（以下，それぞれを侵食区間距離，堆積区間距離と呼ぶ）。以上の地形解
析における渓床勾配，距離，変動高の算定方法の概念図を，図 2-2 に示す。 
次に，侵食区間および堆積区間の土石流流下幅を，航空写真を用いて算定した。ただし，
Site1 の侵食区間の土石流流下幅のみ，数値表層モデル（DSM）と数値標高モデル（DEM）


























































崩壊地から土石流到達地点までの水平距離  (L)  
崩壊地 侵食区間  堆積区間 
堆積区間下流端の渓床勾配 
 (図 2.5，図 2.7) 
50, 100, 200 m 
50, 100, 200m 堆積区間上流端の渓床勾配 
 (図 2.7) 
約 200 m 
渓床勾配  
(図 2.3，図 2.4) 




















表 2-3 土石流の粒度分布作成に用いたデータ 
渓流
粒径 方法 粒径 方法 粒径 方法
集川 <75 mm ST*1 75-300 mm IP (1)*2 >300 mm FM*3 (100 )
船石川 <53 mm ST 53-1000 mm IP (2) >1000 mm IP (26 )
片井野川 <53 mm ST 53-300 mm IP (3) >300 mm FM (156)
大用知 <53 mm ST 53-300 mm IP (4) >300 mm FM (101)
七瀬谷 <37.5 mm ST >37.5 mm IP (3) -
細粒土砂 中間径の土砂 粗粒土砂
*1 ST は "ふるい分け試験". *2 IP は "堆積物の断面写真判読" で、用いた写真の枚数は（ ）内に示す。









小規模土石流は，1982 年の長崎の土砂災害（土木研究所，1984）および 1976 年に発生
した小豆島の土石流災害（池谷・水山，1981）に関するデータ，1986 年の京都府南部の土
石流災害（水山ら，1988）や 1988 年の広島県北西部地域の土石流災害(水山ら，1989)に関
するデータ，および 1972 年から 1977 年に国内で発生した小規模な土石流のデータ（池谷・
水山ら,1982）を収集・整理した。長崎で発生した崩壊の崩壊面積は，発生箇所の 94%が
1,500 m2 未満であった。また小豆島で発生した土石流については，18 箇所とも土石流の堆
積土砂量が 10,000 m3 程度未満であった。京都府南部および広島県北西部の土石流の崩壊土
砂量は 3,700 m3 程度未満であった。池谷・水山ら（1982)が収集した土石流の堆積土砂量は








した。その結果，24 事例が該当し，これらの表層崩壊の崩壊土砂量は，200－28,000 m3 の



























































Site1,2,3,5 では，崩壊地直下の渓床勾配が 15 度以上であるのに対して，Site4 の崩壊地直下の
渓床勾配は 10 度程度と比較的小さかった（図 2-3）。崩壊地直下の渓床勾配が急な 4 事例では，
全てに侵食区間がみられ，侵食区間距離は 200－700 m であった。侵食区間距離と，深層崩壊の
規模の大小によって明瞭な相関はみられなかった。一方，崩壊地直下の勾配が比較的緩かった
Site4 では，崩壊地の直下から堆積が生じ，侵食区間はみられなかった。全事例の堆積区間距離
は，事例によって大きくばらつき，約 300－3,600 m の範囲にあった。小規模深層崩壊の堆積区
間距離(300 m および 900 m)は，大規模深層崩壊の堆積区間距離(900 m，1,300 m，3,600 m)より
も短い傾向にある。 





重点渓流について，渓床勾配と侵食深・堆積深の関係を図 2-4 に示す。 
小規模深層崩壊に起因する土石流の最大侵食深は 5 m 程度，最大堆積深は 4－6 m であった。





7 m の範囲にあり，最大堆積深は 10－18 m の範囲にあった。堆積深が最大の地点は，5 度から
13 度付近の地点であった。渓床勾配が 5 度以上の区間では，侵食が生じる場合や堆積が生じる
場合があったが，小規模深層崩壊に起因する土石流と同様，勾配が緩くなるにつれて最大侵食深
は小さくなった。渓床勾配が 5 度未満の区間についても小規模深層崩壊に起因する土石流と同様，
Site5 を除くと顕著な侵食は生じていない。堆積深と 50 m 区間での渓床勾配とには相関はあまり








図 2-3 土石流発生前の縦断形状，土石流の流下幅および土石流発生前後の河床変動高 
※上図は小規模な深層崩壊（崩壊土砂量は 2.0×105  m3未満）に起因する土石流，下図は大規模な深
層崩壊（崩壊土砂量は 5.0×105  m3以上）に起因する土石流である。各図の横軸の 0 は，崩壊地跡地の
























































図 2-4 渓床勾配と侵食深・堆積深の関係 
※左図は小規模深層崩壊に起因する土石流，右図は，大規模深層崩壊に起因する土石流である。図





深層崩壊に起因する土石流の堆積区間下流端の渓床勾配は 8 度未満であった（図 2-5）。ただ
し，Site2 には砂防堰堤や流路工が配置されており，土石流の堆積位置はこれらの施設の影響を
受けたものと考えられる。Site2 を除くと，堆積区間下流端から 50 m 区間の渓床勾配は，67 %
の事例が 2 度未満であった。100 m 区間および 200 m 区間の渓床勾配でみると，それぞれ 56 %，
33 %の事例で，堆積区間下流端の勾配が 2 度未満であった。 
Site2 を除く小規模深層崩壊に起因する土石流に着目すると，堆積区間下流端から 50 m 区間の
渓床勾配は，0－2 度であったのに対し，200 m 区間の渓床勾配は，2－4 度の範囲にあった。 
大規模深層崩壊に起因する土石流については，堆積区間下流端から 50, 100, 200 m 区間の渓床
勾配は 0－5 度，0－4 度，0－4 度の範囲にあった。また，50 ,100, 200 m の区間距離に関わらず，
50 %の事例は，堆積区間下流端の渓床勾配が 2 度未満であった。特に，小規模深層崩壊に起因す
る土石流の堆積区間下流端から 200 m 区間の渓床勾配は 2 度より大きかったのに対して，大規模




深層崩壊に起因する土石流の各事例の最大粒径は，約 1,000－4,000 mm の範囲にあった。最小
粒径は，いずれも約 0.01 mm のオーダーであり，最小粒径と最大粒径では 8 オーダー（図 2-6）
の違いがあった。局所的な粒径の偏りはあまりみられず，粒径 10 mm および 0.075 mm の全粒径
に対する重量百分率は，それぞれ 30－40 ％および 5－20 ％であった。粒径の幅が広く，偏りの
少ない粒度分布の傾向は，深層崩壊の規模に関わらず（小規模深層崩壊に起因する土石流（Site 1, 
2, 8）および大規模深層崩壊に起因する土石流(Site 3, 4）ともに)同様であった。ただし，中央粒








































渓床勾配が 2 度以上であったのに対し，深層崩壊に起因する土石流の半分は 2 度未満であった。 
一方，土石流の堆積区間上流端の渓床勾配は，小規模土石流と深層崩壊に起因する土石流とに
あまり差異がみられず，崩壊土砂量の規模に関わらず約 80 %の事例で堆積区間上流端の渓床勾






本章で収集した全データより，崩壊土砂が 1.0×102－2.0×1010 m3 程度未満の等価摩擦係数（H/L）
は概ね 0.04 から 1.0 程度の範囲にあった（図 2-8）。また全体的な傾向は，Hsü（1975）や奥田
ら（1985），Iverson（1997）が示したように，崩壊土砂量の増加に従って H/L は減少した。深
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図 2-7 土石流の堆積区間下流端の渓床勾配（上図）と堆積区間上流端の渓床勾配（下図） 
※「深層崩壊に起因する土石流」，「長崎の土石流」，「小豆島の土石流」，「京都府および広島
県の土石流」，「国内（1972－1977）の土石流」の渓床勾配算定の区間距離はそれぞれ 200 m，0－1,000 






























































壊面積が約 1,500 m2 未満や崩壊土砂量が約 10,000 m3 未満）のほとんどの事例において，堆積
区間下流端の渓床勾配は 2 度より急であったのに対し，本研究で対象とした深層崩壊に起因
する土石流（空隙を含む崩壊土砂量が 1.9×104 －1.5×106 m3）では，半数以上で堆積区間下流




2.0×105 m3）土石流では 4－6 m，崩壊規模の大きい（崩壊土砂量：5.0×105 －1.5×106 m3）土
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モデルが構築され（例えば，水山ら，1987；O’Brien et al., 1993；Iverson and Denlinger, 2001；伊
















































と細粒土砂の境界となる粒径を Dc とした（図 3-2）。土石流中の層流状態で骨格を形成する土
石の濃度（以下，単に「土砂濃度」）（Cd），土石流の間隙流体の密度（ρ）および層流状態で
骨格を形成する土石の代表粒径(dc）は,土石の粒度分布と Dc を用いて，それぞれ，式 3.1－3.3
のように表される。 








  ρ …………………………………………………………… (3.2) 









図 3-1 石礫型土石流の概念図 
(a) 土石は全て層流状態で移動 








































本研究では，Kanako（Nakatani et al., 2008）の土石流計算プログラムの支配方程式をベースと






















































































   ( cCC  )……………………………………………………… (3.10) 
ここで ie は侵食速度係数，q は単位幅流量，C*i は初期状態の河床の移動層の容積濃度，dc は
粗粒土砂の代表粒径である。3.2.1 のモデルの考え方に基づくと，C*i は， 










    ( cCC  )……………………………………………………… (3.12) 
河床の堆積層の容積濃度(C*d) は， 









































平衡濃度式は，Kanako で採用されている式を用いた。水面勾配(tanw)が 0.138 より大きい
場合（tanw > 0.138），土石流の平衡濃度式は次式で表される。 






 )138.0tan(tan  w  …………………………… (3.18) 
ここに φ は土砂の内部摩擦角である。水面勾配が 0.138 より小さく 0.03 より大きい場合











 …………………………………………………… (3.19) 
水面勾配が 0.03 より小さい場合（tanw < 0.03）または相対水深が 30 より大きい場合（h/d 




















wwC …………………………………… (3.20)  
w
c
















  ………………………………………………………… (3.22) 







 tan*   ………………………………………………………………… (3.23) 
ただし無次元掃流力が限界無次元掃流力(τ*c)より小さい場合は，平衡濃度は 0 とした
( 0C )。 
 
(3) 運動方程式 













ここで，H は水位 (H = z + h)，g は重力加速度,h は河床のせん断応力である。 
河床せん断応力h の算定には，Kanako と同様，流れの状態に応じた 3 つの抵抗則（土石
流の抵抗則，掃流状集合流動の抵抗則，乱流の抵抗則）を採用した。用いる抵抗則は，粗粒
土砂の土砂濃度(Cc)によって分類した。特に，Cc が 0.4C*より大きい場合，土石流の流れであ






























ただし Ccの上限値は 0.9C*とした。 
さらに，Ccが 0.4C*より小さく 0.01 より大きい場合（0.01<Cc<0.4C*），流れの状態は掃流










 ……………………………………………………………………… (3.26) 




















度や ρは時間的に変化するとし，3.2.2 に示した全ての式を考慮した計算モデルを用いている。 
 43
3.3 対象とした土石流 
本章では，2003 年 7 月 20 日，熊本県水俣市の宝川内川の右支川である集川において，豪雨に
伴い発生した深層崩壊を起因とする土石流を対象とした。深層崩壊の崩壊規模は平均崩壊幅が約





航空写真から，崩壊地から堆積区間の末端までの距離（到達距離）は約 1,600 m であった。泥
分を主体とした土石流と石礫を主体とした土石流の堆積物が地表面にみられた範囲は明瞭に分






























年 7 月 25 日実施，空間分解能 1 m）により作成された数値標高モデルを用いた。土石流発生前
後の集川の縦断形状を，土石流発生前の地形図および土石流発生後の航空写真を用いて土石流
の流路を推定し，標高および河床変動量を求めた（図 3-4）。ここで河床変動量は，縦断測線
に沿って 35 m 間隔の横断測線を設定し，各測線間の区間における河床変動量として算定した。 
土石流発生前の集川の渓床勾配は，崩壊地直下から下流約 200 m 区間で約 17°，その下流で
堆積域上流までの約 900 m 区間が約 9°，堆積域上流端から宝川内川合流後の堆積域末端までの
400 m 区間で約 6°であった。 
また，河床変動量は崩壊地直下から下流の約 800m の区間では，侵食と堆積が繰り返され，
測線区間の最大侵食量，堆積量はそれぞれ 4,000 m3 程度であった。単位流下幅あたりの侵食深、
堆積深で示すと約 5m 程度である。 
また，その下流側約 800 m の区間は堆積が生じており，測線区間の最大堆積量は約 3,600 m3,
単位幅堆積深にすると 6m 程度であった。 




ただし，堆積域の下流側約 500 m 区間については，両岸の樹木がなぎ倒されていないことから，
発生後の空中写真（2003 年撮影，撮影縮尺 1:4,000）を用いて石礫を主体とする土石流の流下
幅を推定した。その結果，土石流の流下幅は，崩壊地から約 800 m の区間は約 50 m，この下流
で急激に広がり，崩壊地から約 900 m 付近では 100 m 程度であった。その下流から宝川内川合































































図（水俣市都市計画図，縮尺 1：2,500），土石流発生後の空中写真（2003 年撮影，撮影縮尺 1:4,000）
および現地調査結果を用い，図 3-3 に示した崩壊地，流下域，堆積域における土石流発生前後
の土砂収支を算定した。その結果，崩壊土砂量は約 42,700 m3 であり，そのうち約 12,200 m3 が
崩壊地内に残り，約 30,500 m3 が土石流として流下した。さらに，流下域から堆積域（図 3-3）
への流入土砂量は，約 90,000 m3 であった。そのうち堆積区間の土砂量は約 77,000 m3 であり，
宝川内川を流下した土砂は約 13,000 m3 である。一方，3.4.1 節で作成した土石流発生前後の
数値標高モデルを用いて，堆積域内における石礫型土石流の堆積土砂量を算定すると，約 48,000 










までの比高を流下痕跡高とし，左右岸で求めた。その結果を図 3-6 に示す。崩壊地直下から 800 
m までの区間の流下痕跡高は，右岸で概ね 10－20 m ，左岸では 1 地点で 30 m を超えるが概





















崩壊地の地盤の間隙率を求めるために，崩壊地周辺斜面の 2 つのボーリング孔（図 3-3 に位
置を示した）を用いて，地盤の密度および含水量を計測した。いずれのボーリング孔も崩壊地
に向かって右側の崩れ残った斜面に位置し，1 つのボーリング孔（図 3-3 に示すボーリング孔
1）は崩壊地の頂部付近の標高で，崩壊地の縁から約 15 m 離れている。 
別のボーリング孔（図 3-3に示すボーリング孔 2）は崩壊地頂部から下に比高 30 mの地点で，
崩壊地の縁から約 15 m 離れている。また，崩壊のすべり面と考えられた安山岩と凝灰角礫岩




もに孔径 66－86 mm で掘削されたものであり，用いた密度計および水分計の外径は 42.7 mm 程
度である。その上で，水および土砂または岩盤の固体の比重を 1.0，2.65 kg/m3 と仮定し，間隙
率を算出した。算出結果を図 3-7 に示す。 
間隙率は地表面付近ではいずれの地点も 0.5 近くと高く，深度 10 m まではほぼ単調に減少し
た。ボーリング孔 2 では，ボーリング 1 に比べて，地表面から 5 m 以深の間隙率が高かった。
また，ボーリング孔 2 では，深さ 10－22 m までは，間隙率は深さ方向でばらつきが大きく，
顕著な傾向を示さなかったが，深さ 22 m から安山岩と凝灰角礫岩の境界までは，間隙率は単
調に減少した。地表面から安山岩と凝灰角礫岩の境界までの 2 つのボーリング孔の平均間隙率




の位置は図 3-3 に示した。 
1．土石流堆積物の断面写真（熊本県，2004b） 
2．石礫の堆積域における粒径 7.5 cm 以下の土砂のふるい分け試験結果（熊本県，2004b） 
3．崩壊地直下から約 740－940 mの 200 m 区間における 100 個の巨礫調査結果（熊本県，2003） 
まず 1 の断面写真から 7.5 cm 未満と 30 cm 以上の礫の占める割合を求め，7.5 cm 未満につい
ては 2 の粒度分布，7.5－30 cm については 1 の断面写真から読み取った粒度分布，30 cm 以上
については 3 から求めた粒度分布を用いて合成した（図 3-8）。これらの調査結果に基づくと














































表 3-1 に示す。さらに，表 3-1 に示したパラメータ以外のパラメータの値を表 3-2 にまとめた。
このうち，砂礫の密度，河床の容積濃度,重力加速度，侵食速度係数，堆積速度係数，計算の時
間間隔は Kanako で設定されている既定値を用いた（表 3-2）。 
 
(1) Dcの設定 
細粒土砂の最大粒径（Dc）は，時空間的に一定と仮定し，はじめに 0，1，10，100 (mm) の












































ケース 1 の半分 
3 15 21,350 10 










表 3-2 計算に用いたパラメータ 
パラメータ 入力値 
砂礫の密度 [σ] 2,650 kg/m3 
間隙流体密度 [ρ] 式 3.2 より算出 
河床の容積濃度 [C＊] 0.65 
マニングの粗度係数 0.06 s/m1/3 
重力加速度 9.8 m/s2 
侵食速度係数 0.0007 
堆積速度係数 0.05 
計算点の標高 図 3-4 より算出 
１次元計算点間隔 35.1 m 
土石流の代表粒径 [D] 式 3.3 より算出 
上流端の土砂濃度 [Cd0] 式 3.1 より算出 
上流端のハイドログラフ 式 3.32，式 3.33 より算出 
全土石に占める粒径が Dc以
下の土石の割合 [P(Dc)] 
図 3-8 より算出 
 計算時間 1,200 s 




実際の石礫型土石流は，崩壊地直下から堆積域末端までの約 1,600 m を概ね直線的に流下
したと考えられる。そこで，崩壊地直下から約 2,000 m の区間の 1 次元の河床変動計算を行
った。 
崩壊地直下から約 1,700 m 下流までの区間は数値標高モデルが得られており，渓床の縦断




流は土石流発生前の渓床幅は 3－15 m と小さく，V 字の形状をしていた。そこで，計算では，
土石流発生前の渓床幅を 10 m とし，図 3-4 で示した考えうる最大流下幅と土石流発生前の
渓床幅の平均の値を用いた（ケース 1.1－1.5）。その上で，(1)で設定した最も侵食・堆積範
囲を良く再現できる Dcを用いて，図 3-4 で示した考えうる最大流下幅を用いたケース（ケ
ース 2.1）および土石流発生前の渓床幅と最大流下幅の平均値の半分のケース（ケース 2.2）
を併せて実施し，流下幅の設定方法の影響を検討した（表 3-1）。なお，崩壊地からの距離
が約 1,700 m から 2,000 m までの区間の渓床勾配および流下幅は，各ケースにおいて，崩壊
地から 1,700 m 下流地点の渓床勾配および流下幅と同じと仮定した。 





厚が 10 m の場合の計算も実施した（ケース 3）（表 3-1）。ただし谷止工が設置されてい


























 …………………………………………………………… (3.28) 
ここで，wd0は崩壊土砂の清水の割合，V0は崩壊起因の土砂量（水込み），Vb (t) は時刻 t
までの河床の侵食量である。この式より，河床の移動可能層が飽和しているとした場合，式
3.2 における土石流の清水の割合は，崩壊土砂の清水の割合（0.34）と河床の移動層の間隙
率(0.35）の間で変化し，流下とともに 0.34 から 0.35 に近づいたと考えられる。しかし，両
者の差が小さいことから，ここでは，土石流中の清水の割合（wd）は全ケースで両者の平均
の 0.345 とした。 






































































 ………………………… (3.31) 
ここで Cd＊は土石の最密充填濃度（0.65），ρ0は計算区間上流端における間隙流体の密度，



















00VtQp  …………………………………………………………………………………(3.33) 
 
2) 設定 




割合（61,000 m3/90,000 m3=約 0.7）と等しいとみなした。この結果から崩壊地から流出した
土砂のうち石礫型土石流に寄与した土砂量 Vsを 21,350 m3 とした。式 3.29－3.33 で求めたケ
ース 1.1－1.5 のハイドログラフを図 3-9 に示す。 
また，水俣市深川観測所の崩壊発生時付近の最大 10 分間雨量は 26 mm であった。この雨
量による計算区間上流端地点の流量は流出率を 1.0 としても 25 m3/s と算定され，図 3-9 の
流量に比べて非常に小さいため，上流域の降雨による流量の増分は無視できると考えた。 
さらに，3.4.2 の調査より，堆積域への流入土砂には崩壊土砂のほか，渓床から侵食され
た土砂も含まれていた。そこで，石礫型土石流に寄与した土砂量 Vsを 15,250 m3（崩壊地か
らの全流出土砂量の 50％），27,450 m3（崩壊地からの全流出土砂量の 90 ％）の場合につ
























ケース 1.1－1.4 の河床変動高の計算結果を図 3-10 に示す。ケース 1.1 のとき（Dc=0 mm），
すなわち，土石流中の土石を全て粗粒土砂として扱った場合，計算で求めた土石流の到達距
離は約 600 m で，実際の土石流の 4 割程度であった。また，土砂は崩壊地の直下から堆積
し，侵食は生じなかった。 
Dcの値が大きくなるに従い（ケース 1.2－1.4），計算での土石流の到達距離および渓床の
侵食区間末端までの距離（以下，「侵食距離」と呼ぶ）は長くなった。図より，Dc が 10 mm
のとき（ケース 1.3）は，侵食距離，到達距離はそれぞれ約 400，1,200 m であり，それぞれ
実際の侵食距離，到達距離より小さかった。一方，Dc が 100 mm のとき（ケース 1.4）は侵
食距離，到達距離とも実際に比べて大きかった。このことから，Dcを 10 mm と 100 mm の






最大流下幅にした場合（ケース 2.1），ケース 1.5 の半分にした場合（ケース 2.2）の計算結
果を図 3-12（a）に示す。ケース 2.1，2.2 の侵食距離・到達距離は，ケース 1.5 とほとんど
変化しなかったが，堆積区間，侵食区間に限らず流下幅を広く設定するに従い河床変動量は
大きくなった。なお，いずれのケースも上流区間で移動可能層厚の 5 m に近い侵食がみら
れたため，流下幅の大きいケースで上流区間の侵食量が大きくなった。崩壊地から土石流到
達範囲までの河床変動量は，ケース 2.2 のときに，最も実績に近い傾向を示した。 
















































































































図 3-12 現地観測結果および計算結果の河床変動量 
 (a) ケース 2.1, 2.2  (b) ケース 3 (c) ケース 4.1, 4.2                 




図 3-13 にケース 1.1，1.5，2.2 の各地点の最大の流動深及び最大の流速の計算結果（ただし，
上流の境界条件の影響を強く受ける計算区間の上流端付近は除いた。）を示した。ケース 1.1
の崩壊地から堆積域末端までの区間における最大流動深は 4.9 m，最大流速は 6.8 m/s で，最大
流動深，最大流速ともに単調に減少した。一方，ケース 1.5，2.2 では，最大流動深は崩壊地直
下から約 400 m の地点で，最大流速は崩壊地直下から 100－400 m の区間で最大となり，その
下流で単調に減少した。ケース 1.5 の 侵食区間の最大流動深は 2.8－10.6 m，最大流速は 5.4－
20.9 m/s であり，堆積区間では最大流動深は 0.4－3.1 m，最大流速は 0.4－6.2 m/s であった。ケ
ース 1.1 と比べると、崩壊地から堆積域末端の区間の最大流動深は 2 倍以上，最大流速は 3 倍
以上であった。さらに，侵食堆積量をよく再現していたケース 2.2（流下幅をケース 1.5 の半分
にした）では，侵食区間の最大流動深は 4.6－20.2 m，最大流速は 10.1－25.1 m/s であり，堆積
区間の最大流動深は 0.6－5.5 m，最大流速は 0.7－11.2 m/s で，崩壊地から堆積域末端の各地点
における最大流動深，最大流速はケース 1.5 の 1－2 倍であった。 
次に，図 3-6 で示した現地観測結果の流下痕跡高に相当する値を最高水位と計算終了時の河
床標高の差として計算結果から算出し，実績と比較した（図 3-14）。ここで痕跡高の実績は，
図 3-6 の両岸の痕跡高を平均した。ケース 1.5 では,崩壊地から約 300m 地点で痕跡高は最大と
なり，その下流では単調に減少した。侵食区間の痕跡高は 2.7－12.6 m，堆積区間の痕跡高は
0.2－2.6 m であった。一方，ケース 2.2 では，崩壊地から約 250 m 地点で最大となり，その下
流で単調に減少した。侵食区間の痕跡高は 3.8－21.5 m，堆積区間の痕跡高は 0.1－3.4 m であっ




























































 …………………………… (3.34) 
ここで，νは動粘性係数で水温 20℃の約 0.01 cm2/s を用い，流体密度 ρの算定に用いる土砂の間
隙率は崩土と河床の平均値 0.345 とした。 
一方，土石流の摩擦速度(vf)は式 3.35 により算定した。 
mmf Ighv ＝ …………………………………………………………………………………  (3.35) 
ここで hmは流れの平均の水深，Imは侵食区間の平均河床勾配（12.6°）とした。 






































































それぞれ 3.5 m ，8.4 m/s ，0.42，ケース 2.2 では，5.4 m ，10.8 m/s，0.42 であった。これらの
計算結果と式 3.35－3.37 を用いて，粒径 15 mm の土粒子の土石流中での沈降速度，Dc=15 mm
とした場合の土石流の摩擦速度，土石流中の間隙流体の乱れ速度を算出した。沈降速度，摩擦
速度，乱れ速度の算出結果は，ケース 1.5 ではそれぞれ 24 cm/s ，270 cm/s ，69 cm/s ，ケース
2.2 では 24 cm/s，340 cm/s，58 cm/s であった。すなわち，土石流の摩擦速度および間隙流体の
乱れ速度は，粒径 15 mm の沈降速度よりも十分に大きく，15 mm 以下の粒径の砂が間隙流体中
を浮遊し，乱流状態で流下する可能性があることを示しており，本研究の仮定と矛盾しない。 
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本章で対象とした土石流は，表 4-1 に示す深層崩壊に起因する土石流の 5 事例である。各事例
の崩壊地からの流出土砂量は，表 4-2 に示す土石流発生前後の地形データの差分により算定した
結果，19,000－622,000 m3 であった（表 4-1）。ここで流出土砂量とは，崩壊地から流動化して
流下した土砂量であり，崩壊残土は含まない。また土石流の到達距離は，0.6－3.5 km であった
（表 4-1）。ただし片井野川では，2.2－3.6 km の区間は数 m の侵食と堆積を繰り返しており，
顕著な堆積が生じた区間の末端は，崩壊地から約 2.2 km の地点である (2 章参照)。土石流の粒
径は，細粒土砂の粒度分布をふるい分け試験結果より，粗粒土砂や中間径の粒度分布を土石流堆
積物の断面の写真判読や巨礫調査結果により作成し，これらを合成することにより推定した（表 
4-3）。その結果，5 事例ともに 0.1 mm より小さい粒径から最大礫径が 0.6－4 m までの幅広い
粒度分布であった。ただし通過質量百分率 40－70 ％に相当する粒径は，最も粗い船石川と最も
細かい七瀬谷とで 1 オーダー以上の差があった（図 4-1）。 
土石流に伴う河床変動は，土石流発生前後の地形データの差分により算定した結果，最大侵食
深は集川で 5 m ，大用知・片井野川・七瀬谷は 0 m（侵食なし），船石川は 7 m であった。一方，
最大堆積深は集川・船石川で約 5 m ，大用知・片井野川・七瀬谷で約 10 m であった。また，集
川の土石流発生後の地形データおよび空中写真に基づくと，土石流の流下痕跡の幅（以降，痕跡
幅という）を計測した結果，痕跡幅の平均値は約 50 m であった。また，大用知・片井野川・七
瀬谷・船石川の土石流の痕跡幅の平均値は，土石流発生後の空中写真より，それぞれ約 60 m ，
約 40 m ，約 20 m ，約 60 m であった。船石川においては，土石流を引き起こした深層崩壊の下
流末端より約 300 m の地点に，土石流発生前に未満砂の砂防堰堤が設置されており，この砂防堰
堤において大量の土石が捕捉された。対象地域の土石流実態の詳細は 2 章 を参照されたい。 
さらに，集川において崩壊地周辺の 2 ヶ所の岩盤の間隙率を計測した結果，両者の地表面から
深層崩壊のすべり面までの深さ方向の平均値は 0.34 であった（3.4.4 参照）。 
 
表 4-1 対象とした土石流 
渓流名 発生年月 崩壊地からの流出土砂量 流下距離 
熊本県集川 2003/7 31,000 m3 1.6 km 
徳島県大用知 2004/8 622,000 m3 1.0 km 
宮崎県片井野川 2005/9 272,000 m3 3.6 km 
宮崎県七瀬谷 2005/9 183, 000 m3 0.9 km 
鹿児島県船石川 2009/7 19,000 m3 0.6 km 
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表 4-3 土石流の粒度分布作成に用いたデータ 
渓流
粒径 方法 粒径 方法 粒径 方法
集川 <75 mm ST*1 75-300 mm IP (1)*2 >300 mm FM*3 (100 )
船石川 <53 mm ST 53-1000 mm IP (2) >1000 mm IP (26 )
片井野川 <53 mm ST 53-300 mm IP (3) >300 mm FM (156)
大用知 <53 mm ST 53-300 mm IP (4) >300 mm FM (101)
七瀬谷 <37.5 mm ST >37.5 mm IP (3) -
*1 ST は "ふるい分け試験". *2 IP は "堆積物の断面写真判読" で、用いた写真の枚数は（ ）内に示す。

































すなわち，集川では 5 m，船石川では 7 m，他の 3 事例では 0 m（固定床）とした。集川，片
井野川には，土石流の流下区間に治山堰堤が設置されていたが，土石流発生前に堰堤の上流
側は天端まで土砂が堆積していたことから，堆積形状を地形として与えたうえで，天端の位












4.1, 式 4.2 により算定した。算定値は表 4-4 のとおりである。 
))(1)(1( cdd DPwC  ……………………………………………………………… (4.1) 
)( cc Ddd  ………………………………………………………………………………… (4.2) 
ここで，Cd は計算区間上流端の土砂濃度，dc は土石の代表粒径，P(Dc)は全土石に占める
粒径が Dc 以下の土石の割合,wd は土石流中の清水の割合，d(Dc)は粒径 Dc 以上の土石の平均
粒径である。また，集川以外の 4 渓流では，岩盤の間隙率のデータがないため，集川の間隙
率の測定値（0.34）を用いた。 
表 4-4 計算区間上流端の土砂濃度・土石流の代表粒径 
渓流 上流端の土砂濃度 土石流の代表粒径 
集川 0.43 0.39 m 
大用知 0.39 0.56 m 
片井野川 0.36 1.33 m 
七瀬谷 0.38 0.14 m 













砂量は同一とし，計算区間上流端で複数波（2 波，5 波，10 波）の土石流を想定した結果，










                ………………………………………………（4.3） 
 





























端における土石の密度， ：係数（0.042）α：係数（17.8 度）である。 
また，各流域において，降雨による渓流の流量を，崩壊発生時付近の最大 10 分間雨量また































) Dc = 1 mm
Dc = 10 mm





























































熊本県集川 26 mm/ 10 min 0.58 km2 25.13 m3/s 
徳島県大用知 91 mm/ 60 min 3.27 km2 82.68 m3/s 
宮崎県片井野川 46 mm/ 60 min  0.20 km2 2.86 m3/s 
宮崎県七瀬谷 46 mm/ 60 min  0.10 km2 1.44 m3/s 
鹿児島県船石川 56 mm/ 60 min 0.03 km2 0.47 m3/s 
 
(5) その他の主なパラメータ 
砂礫の密度は 2,650 kg/m3，河床の砂礫の容積濃度は 0.65，重力加速度は 9.8 m/s2，侵食速度




5 事例の現地観測結果および河床変動計算結果を図 4-3 に示す。ここで，片井野川の現地観測
結果は，土石流が達したと推定される 3.6 km のうち，土石流の堆積が顕著にみられた 2.2 km 区
間までを，土石流の到達範囲と考える。 
細粒土砂の最大粒径（Dc）を 1 mm として計算した土石流は，5 事例ともに，実際の土石流の
半分程度の距離までしか到達しなかった（図 4-3）。また，大用知，片井野川，七瀬谷のケース
はともに，Dcを 1 mm とした場合，計算区間上流端付近で実際の堆積量を大きく上回る堆積量が
算出された。Dcを 1 mm とした集川の計算結果の堆積量は，計算区間上流端付近では実際の堆積
量を下回ったが，300－600 m の区間において実際の堆積量を大きく上回った。船石川では，Dc
を 1 mm とした場合，計算区間上流端から下流 150 m の区間は実際には侵食が生じていたが，計
算では堆積が生じた（図 4-3）。さらに船石川では，実際は砂防堰堤から一部の土砂が流下した
が，Dcを 1 mm とした計算結果では全量が捕捉される結果となった。 
一方，細粒土砂の最大粒径（Dc）の値を 100 mm にすると，船石川を除く 4 事例では Dc を 1 mm
としたときに比べて，計算結果の到達距離は長くなり，実際の土石流よりも下流まで流下した。
船石川では，砂防堰堤で土砂が全て捕捉され，Dc が 1 mm のときと同様に，実際の土石流より





















































図 4-3 現地観測結果と計算結果の河床変動量 
a) 集川，b）大用知，c）片井野川，d) 七瀬谷，e) 船石川 
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計算結果（Dc=10mm）
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計算結果（Dc=8 mm）



















も前節で同定した細粒土砂の最大粒径（Dc）（集川 15 mm，大用知 10 mm，片井野川 50 mm，
七瀬谷 8 mm，船石川 200 mm）の沈降速度と摩擦速度，乱れ速度を比較する。 
土石流の摩擦速度(vf)は式 4.5 により算定した。 
ghIv f＝ …………………………………………………………………………………… (4.5) 
ここで h は水深，I は河床勾配である。 






















    ………………………… (4.6) 
ここで，νは動粘性係数で水温 20℃の約 0.01 cm2/s を用い，流体密度 ρの算定に用いる土砂の
間隙率は崩土と河床の平均値 0.345 とした。 
































ここで，l は混合距離，kf は係数（0.16），Cd は粗粒土砂の土砂濃度，u は流速，z は河床か



























ぞれ式 4.5，式 4.6，式 4.9 を用いて，下記の手順で算定した。 
まず，計算区間上流端から土石流到達範囲末端までの約 1/4 の地点，約 1/2 の地点，約 3/4 の




















集川 201 cm/s 24 cm/s 50 cm/s 
大用知 392 cm/s 18 cm/s 71 cm/s 
片井野川 151 cm/s 39 cm/s 80 cm/s 
七瀬谷 256 cm/s 16 cm/s 25 cm/s 











































を算定したうえで，その時間帯および 3 地点の平均を求めることにより算定した。 
 
(1) 土石流の土砂量と細粒土砂の最大粒径，細粒土砂濃度の関係 
大用知の土石流の土砂量（約 62.2 万 m3）は，集川，七瀬谷の土石流の土砂量（それぞれ約
3.1 万 m3，約 8.3 万 m3）に比べて，1 オーダー大きいものの，細粒土砂の最大粒径は 8－15 mm
と概ね同じオーダーであった（図 4-5 a）左図）。一方，船石川の土石流の土砂量（約 1.9
万 m3）は集川と概ね同等であるものの，細粒土砂の最大粒径は 200 mm と集川に比べて 1 オ
ーダー大きくなった。一方，流体として扱う間隙流体中の細粒土砂濃度は，土石流規模の違






5 事例のうち,土石流の平均粒径が 400 mm 以下の 3 事例（集川，大用知，七瀬谷）の再現
計算に用いた細粒土砂の最大粒径は 15 mm 以下であるのに対し，土石流の平均粒径が 600 




ね 0.4－0.5 の範囲にあり，その差は小さかった（図 4-5 b）右図）。また，図 4-5 c）より，
細粒土砂の最大粒径が土石流の事例により 15－200 mm と広く分布するのに対して，細粒土
砂濃度は，0.4－0.5 と差異は小さい。以上より，各事例の細粒土砂の最大粒径は，粒径その
ものの影響を受けているのではなく,細かい土砂から間隙流体に取り込まれた結果，細粒土砂























































































































































表 4-7 微細土砂濃度に関する既往のデータ 
実験に関する論文 対象現象* 微細土砂等の土砂濃度
芦田ら, 1985 微細土砂を高濃度に含む流れ 0.15–0.35
芦田ら, 1986 微細土砂を高濃度に含む流れ 0.16–0.23
新井・高橋　1986 泥流型土石流 0.1–0.42
O'Brien and Julien, 1988 Mud flow 0.1–0.45
Major and Pierson, 1992 Fine-grained slurries 0–0.54
江頭ら, 1993 微細土砂を高濃度に含む流れ 0.04–0.32
高橋・小林, 1993 粘性土石流 0.21–0.32
Mainali and Rajaratnam, 1994 微細土砂を高濃度に含む流れ 0.03–0.44
Coussot and Piau, 1995 Clay–sand–water mixtures 0–0.43
新井・高橋,　1996 高濃度泥流 0.23-0.4
高橋ら, 1996 中間型および泥流型土石流 0–0.4
現地観測に関する論文 対象現象 微細土砂等の土砂濃度
高橋・小林, 1993 雲南省　蔣家溝　粘性土石流 0.2-0.3
石田ら, 2001 有珠山噴火に伴う泥流 0.51
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ことにより，その妥当性について検討が行われてきた（高橋ら, 1993；Wang et al., 2008 など）。












1991；中川ら, 2001 など）や，砂防基本計画策定指針による土石流総量を用いた方法（中谷ら, 2009
など），流下痕跡に基づく推定のピーク流量のみを合わせる方法（宮崎県，2006 など）等が用





































2003 年の熊本県水俣市集川で発生した土石流および 2004 年に宮崎県片井野川で発生した
土石流を対象とした。いずれも深層崩壊に起因して発生した土石流で，概要を表 5-1 に示す。










地直下の勾配は約 20 度であり，土石流停止位置付近の崩壊地から 1.6 km 下流の勾配は約 0
度である。一方，片井野川では，崩壊地直下の勾配は 10 度程度と集川よりも緩く，主な堆積
域末端部の約 2.2 km 下流の勾配は 1 度と，集川よりも勾配変化は小さい。流下幅については，






表 5-1 対象とする土石流の概要 
渓流 発生年月 崩壊地からの流出土砂量 流下距離 
集川 2003/7 31,000 m3 1.6 km 
片井野川 2004/9 272,000 m3 3.5 km 
 
表 5-2 計算区間上流端の土砂濃度・土石流の代表粒径 
渓流 上流端の土砂濃度 土石流の代表粒径 
集川 0.43 0.39 m 





































図 5-1 集川と片井野川の縦断標高，勾配，土石流の流下幅 
2) 細粒土砂の最大粒径 
細粒土砂の最大粒径（Dc）は, 実際の土石流の到達距離および侵食堆積過程を良好に再現




て，式 5.1, 式 5.2 により算定した。算定値は表 5-2 のとおりである。 
))(1)(1( cdd DPwC  ………………………………………………………………(5.1) 











い，一定とした。なお，崩壊の個数は 2 事例とも 1 箇所である。また崩壊規模を一定とする
ことから，崩壊発生後のハイドログラフの総量は全ケースで同じとした。ハイドログラフの
設定方法を以下に，計算ケースを 表 5-3 に示す。 
① 1 波の土石流（ケース１（表 5-3）） 




のケース（以降，ケース 1.0 と呼ぶ）とした。ケース 1.0 のハイドログラフは，集川では継続
時間が 10 秒，ピーク流量が 4,270 m3/s，片井野川では継続時間が 101 秒，ピーク流量が 5,387 
m3/s である。 
本章では，継続時間がケース 1.0 の 0.5 倍，2 倍，10 倍，20 倍，50 倍のハイドログラフを
設定した（以降，それぞれケース 1.1－1.5 と呼ぶ）。ピーク流量はそれぞれ，ケース 1.0 の 2
倍，0.5 倍，1/10 倍，1/20 倍，1/50 倍となる。集川および片井野川で設定したケース 1 のハイ
ドログラフをそれぞれ, 図 5-2 ①，図 5-3 ①に示す。 
② 連続的に発生する，同規模の複数波の土石流（ケース２（表 5-3）） 
ケース 1.0 と同じ継続時間の土石流が，その継続時間と同じ停止時間を挟んで土石流が連
続的に，2 回，5 回または 10 回発生する場合のハイドログラフを設定した（それぞれケース
2.1－2.3 と呼ぶ）。ピーク流量はそれぞれ，ケース 1.0 の 0.5 倍，1/5 倍，1/10 倍となる。集
川および片井野川で設定したケース 2 のハイドログラフをそれぞれ, 図 5-2 ②，図 5-3 ②に
示す。 
③ 時間をおいて発生する，異なる規模の複数波の土石流（ケース３（表 5-3）） 
ケース 1.0 と同じ継続時間の土石流が 2 回流下し，2 回目の土石流は 1 回目の土石流発生の
10 分後に発生することを想定した。なお，3 章の計算結果より，1 波の土石流発生後 10 分後
には土石流に伴う顕著な土砂移動は概ね終了していることが確認されている。ここで 1 回目
と 2 回目の土石流総量比は 1:5, 1:2, 1:1, 2:1, 5:1 の 5 ケースのハイドログラフを設定した（そ
れぞれケース 3.1－3.5 と呼ぶ）。それぞれの 1 回目と 2 回目の土石流のピーク流量はそれぞ
れ，ケース 1.0 の 1/6 倍と 5/6 倍，1/3 倍と 2/3 倍，1/2 倍と 1/2 倍，2/3 倍と 1/3 倍，5/6 倍と








野川ではケース 1.5 を除くケースで計算開始後 3,600 秒，ケース 1.5 は，計算開始後 7,200 秒
までとした。 
 
表 5-3 計算区間上流端のハイドログラフ ケース表 
ケース 想定現象 
土石流の








1.1 ケース 1.0×0.5 ケース 1.0×2 
1.2 ケース 1.0×2 ケース 1.0×1/2 
1.3 ケース 1.0×10 ケース 1.0×1/10 
1.4 ケース 1.0×20 ケース 1.0×1/20 




2 ケース 1.0×3 ケース 1.0×1/2  
2.2 5 ケース 1.0×9 ケース 1.0×1/5 




2 ケース 1.0×2+600 s 1 回目：ケース 1.0×1/6
2 回目：ケース 1.0×5/6
3.2 1 回目：ケース 1.0×1/3
2 回目：ケース 1.0×2/3
3.3 1 回目：ケース 1.0×1/2
2 回目：ケース 1.0×1/2
3.4 1 回目：ケース 1.0×2/3
2 回目：ケース 1.0×1/3
3.5 1 回目：ケース 1.0×5/6 






















































図 5-2 集川における計算区間上流端のハイドログラフ 


























































図 5-3 片井野川における計算区間上流端のハイドログラフ 












一方，集川の地形は図 5-1 に示したように，崩壊地直下の渓床勾配は約 20 度と急勾配であり，
土石流停止位置の勾配は約 0 度と下流域は緩勾配となっている。このため，実際は上流域が侵食
域，崩壊地から約 800 m より下流で堆積域となった。このとき，ハイドログラフの波形の違い
による，上流の侵食域の河床変動量への影響はあまり生じなかったが，侵食域から堆積域に遷移
する境界の位置は，上流端ハイドログラフの波形によって違いがみられた（図 5-5，図 5-6）。
さらに，侵食域と堆積域の境界が上流側のケース（ケース 1.4, 1.5, 3.4, 3.5）においては，土石流
の到達距離も短くなる傾向にあった。 
これについて，集川の継続時間の異なるシリーズとしてケース 1 およびケース 2 をみると，継
続時間が長いハイドログラフ（ケース 1.4, 1.5 やケース 2.3）の方が，継続時間が短いハイドログ
ラフ（ケース 1.0, 1.1,1.2,1.3 やケース 2.1,2.2）よりも，侵食域と堆積域の境界が約 50－200 m 上
流側にあった（図 5-5）。そこで，上流端ハイドログラフの継続時間が 10 秒のケース 1.0 と，500
秒のケース1.5について，計算結果の河床変動高を時系列で比較する。崩壊地から500－600 m は，
勾配が約 18 度から約 10 度に緩くなる区間で，ケース 1.0, 1.5 とも堆積が生じた（図 5-7）。ケ
ース 1.5 の本区間の最大堆積量は 30 m3/m 程度で，一旦堆積した土砂は，その後あまり移動しな
かったのに対し，ケース 1.0 の最大堆積量は 60 m3/m 程度で，一旦堆積した土砂は，時間変化に
伴い侵食が生じた。この区間の時系列の堆積状況を詳細にみると，ケース 1.0 では 34－36 秒の
間に約 4 m の急激な堆積が生じ，堆積域直下で急勾配区間を形成するのに対し，ケース 1.5 では








次に継続時間が等しいケース 3 のシリーズでみると，1 波目のピーク流量が大きいハイドログ
ラフ（ケース 3.4, 3.5）の方が，1 波目のピーク流量が小さいハイドログラフ（ケース 3.1, 3.2）
に比べて，侵食域と堆積域の境界が約 100－200 m 上流側にあった（図 5-6）。ここで，上流端
ハイドログラフの 2 波のピーク流量比が 1:5 のケース 3.1 と, 5:1 のケース 3.5 について，1 波目お
よび 2 波目の土石流流下後の河床変動高を比較する。1 波目の土石流流下後の堆積域の上流端は，
ケース 3.1 では崩壊地から約 500 m 地点，ケース 3.5 では崩壊地から約 700 m 地点であった（図 
5-9）。いずれも勾配が緩くなることで堆積したと考えられるが，ケース 3.5 は 1 波目の規模が大




に移動したのに対して，ケース 3.1 の 2 波目の土石流流下時には，1 波目の堆積土砂を含む渓床
が侵食され，侵食域と堆積域の境界が下流側に移動した。以上より，2 波目の土石流ピーク流量
が相当程度大きいケースでは，2 波目の土石流が 1 波目の土石流による堆積土砂を侵食するのに






























































































図 5-4 計算結果の単位距離あたりの河床変動量（片井野川） 



































































































図 5-5 計算結果(ケース 1・2)の単位距離あたりの河床変動量(集川)  




































































図 5-6 計算結果（ケース 3）の単位距離あたりの河床変動量(集川)  






















































































































































































































さくなる傾向にあった（図 5-10）。上流端ハイドログラフのピーク流量が等しい 1 波と複数波
のケースに着目すると，主な土砂堆積域（崩壊地から約 800－1500 m）において，1 波の方が複
数波よりもピーク流量の低減が小さかった（図 5-11）。これは，シャープな波形ほど堆積に伴
いピーク流量が低減しやすいことを示している。 
また，1 波目の発生後 600 秒後に 2 波目が発生するケース 3.3 と 10 秒後に 2 波目が発生するケ
ース 2.1 を比較すると，ケース 2.1 の方が，主な土砂堆積域における流量低減は小さかった（図 
5-11 a））。これは，2 波の間隔が短い場合，流下に伴って 2 波のハイドログラフが 1 波のよう
になるため（図 5-13），1 波の特性に近くなったものと推察される。 
一方集川では，初期のピーク流量の影響は，堆積域末端部で一時的に差が大きくなる場合があ
るが，全般的に，土石流が流下するに従い相対的に小さくなった（図 5-14）。上流端ハイドロ
グラフのピーク流量が等しい 1 波と複数波のケースに着目すると，1 波の方が複数波よりも侵食
域上流側（崩壊地から 0－600 m）のピーク流量の増加が大きい（図 5-15）。これは，シャープ
な波形ほど侵食に伴いピーク流量が増加しにくいことを示している。 
また，1 波目の発生後 600 秒後に 2 波目が発生するケース 3.3 と 10 秒後に 2 波目が発生するケ
ース 2.1 を比較すると，ケース 2.1 の方が，侵食域でのピーク流量の増加がより大きかった（図 




また，ケース 3.1 では，上流端のピーク流量がケース 1.0 より小さいにも関わらず，640 m の
下流で，ピーク流量がケース 1.0 の 2 倍程度となる区間が出現した（図 5-14 c））。これは，
図 5-18 に示すとおり，ケース 3.1 の 1 波目の土石流は，主に 460－640 m 区間で堆積したことか
ら，本区間の渓床勾配が初期河床よりも緩くなり，地形が平滑化したためと考えられる。これは，
ケース 1.0 およびケース 3.1 の，640 m 地点におけるピーク流量をとる時刻はケース 1.0 では土
石流発生後 40 秒，ケース 3.1 では 2 波目の土石流発生後 40 秒（1 波目の土石流発生から 640 秒）
であり，これらの時刻における 460－640 m 区間の地形は 2 ケースとも概ね同じであったこと，
またその地形はケース 3.1 の 1 波目の土石流発生後の地形と概ね同じであったことから推察され
る（図 5-19）。すなわち，ケース 3.1 の 1 波目の土石流によって 460－640 m の区間の勾配が一
様となった結果，2 波目ではこの区間においてほとんど堆積が生じなくなったため，ピーク流量
の低減の程度は，この区間で堆積が生じたケース 1.0 よりも小さくなった。従って，上流端のピ

































































図 5-10 片井野川における各ケースの計算結果のピーク流量 








































図 5-11 片井野川の上流端ハイドログラフのピーク流量が同じケースのピーク流量 























































図 5-12 片井野川の上流端ハイドログラフのピーク流量が同じケースの河床変動量 

































図 5-13 片井野川のケース 2.1 とケース 3.3 のハイドログラフの比較 

































































図 5-14 集川における各ケースの計算結果のピーク流量 








































図 5-15 集川の上流端ハイドログラフのピーク流量が同じケースのピーク流量 
























































図 5-16 集川の上流端ハイドログラフのピーク流量が同じケースの河床変動量 











































図 5-17 集川のケース 2.1 とケース 3.3 のハイドログラフ 












































































































間隔が長いケースよりも，上記に示した 1 波と似た特性がみられるようになる。 
・複数波の土石流では，1 波目の流下・堆積過程において河床勾配が一様となり，地形が
平滑化する場合があり，このとき上流端のピーク流量は 1 波の土石流より小さくても，河
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（崩壊面積が約 1,500 m2未満や崩壊土砂量が約 10,000 m3 未満）のほとんどの事例において，
堆積区間下流端の渓床勾配は 2 度より急であったのに対し，本研究で対象とした範囲（空隙
を含む崩壊土砂量が 1.9×104 －1.5×106 m3）の深層崩壊に起因する土石流では，半数以上の事






2.0×105 m3）土石流では 4－6 m，崩壊規模の大きい（崩壊土砂量：5.0×105 －1.5×106 m3）土












































扱った細粒土砂の間隙流体中の容積濃度は，5 事例ともに概ね 0.4－0.5 の範囲にあった。さ
らに，微細土砂を用いた土石流の水路実験や粘性土石流・火山泥流の現地観測に関する既往





































































































流チームの方々のご協力を頂きました。また，2003 年 7 月に発生した集川の土石流災害に関わ
るデータは熊本県の関係諸氏より，2007 年 7 月に発生した船石川の土石流災害に関わるデータ
は鹿児島県の関係諸氏よりご提供頂きました。 
京都大学大学院農学研究科 谷誠教授ならびに京都大学防災研究所 藤田正治教授には本研
究の内容について議論させて頂くとともに，有益なご指導を下さいました。 
筆者が所属する(株)建設技術研究所 東京本社砂防部の皆様からは，日常的に温かいご支援を
賜りました。 
これらのお世話になった皆様に、心から感謝申し上げます。 
 
 
